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研究成果の概要：本研究では、日本各地の地方税務監督局『税務統計書』に所収されている営
業税データを用いて、近代日本における商業の地域展開を、区市郡にまで降りて、数量的に明
らかにした。対象となったのは、東京府、大阪府、兵庫県、愛知県、福岡県、新潟県、長野県
であった。本研究は、従来はほとんどまったく解明されていなかった、近代日本における商業
展開の実態を数量的に明らかにしたエポック・メイキングな業績になったとともに、従来の製
造業中心の分析を大きく乗り越え、第三次産業の地域発展までを視野に入れた、近代日本の地
域経済発展の解明を大きく飛躍させる研究となった。
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１．研究開始当初の背景

(1)従来の在来産業研究においては、周知の
ように、特定の中小製造業の分析に研究者
の関心が集中してきた。しかしながら、む
しろ、在来産業部門における製造業の比率
は、生産額においても有業者数においても
小さく、大きな比重を占めるのは商業・サ
ービス業であった。それにもかかわらず、

商業・サービス業の展開については、研究
代表者によるいくつかの研究などをのぞけ
ば、従来から十分な検討がなされてきてい
はいなかった。

(2)また、従来の在来産業研究は、個別事例

の検討結果を安易に地域全体・全国動向へ



と一般化する傾向があったことも否めなか

ったし、各在来産業の全国展開も地域内展

開も十分には解明されてこなかったといえ

る。

(3)さらに、わずかに行われてきた商業研究

は、「市場史」の立場からの研究や、醸造や

肥料などの特定産業における「商家経営史」

の研究などが主であった。この中には実証

的な業績も少なくないが、しかしながら、

商業全般を対象としてその全国展開を実証

したものは近年までほぼ皆無の状態であっ

た。いわば、商業史研究は充分な「俯瞰図」

を持たないまま、個別具体的研究だけが積

み重ねられてきていた。

(4)そこで本研究は、従来の研究史に対する

反省も踏まえて、これまで中小製造業中心

になされてきた在来産業の研究範囲を拡張

して、より在来産業の実態を明らかにする

方向で、すなわちとくに商業・サービス業、

なかでも商業に分析の主眼を置いて、その

地域展開を時系列的に、主要重要府県につ

いて明らかにしていくことを目指した。

(5)具体的には、本研究は、近代日本におけ

る商業の展開を、営業税という全国同一の

基準を用いて検討し、客観的・時系列的に、

全国および主要府県におけるその展開を数

量的に実証することを課題としてスタート

した。

２．研究の目的

(1)本研究の主要な目的は、大蔵省主税局『主
税局統計年報書』の下位統計である、各地
方の税務監督局『税務統計書』に所収され
ている営業税データにもとづき、近代日本
の主要府県における商業の地域内展開を数
量的に実証することであった。

(2)具体的には、東京府、大阪府、兵庫県、

愛知県、福岡県、長野県、新潟県に関して、
東京税務監督局や大阪税務監督局などの『税
務統計書』所収の営業税データを基礎にし
て、府県内の商業展開を、区市郡別に――
東京府なら日本橋区、浅草区、西多摩郡な
どについて、長野県なら長野市、諏訪郡な
どについて――数量的に実証することを、
本研究は目指した。

３．研究の方法

本研究は大きく二つのアプローチから研
究が進められた。

(1)第一のアプローチは、近代日本商業全体
をマクロ的に数量分析する部分である。こ
の部分が共同研究の共通基盤となる部分で
ある。担当は、この分野について先駆的業
績をあげた松本貴典（研究代表者）が行っ
た。

(2)第二のアプローチは、各府県域内の商業

展開を個別実証する部分である。具体的な

対象府県は、東京府、大阪府、兵庫県、愛

知県、福岡県、長野県、新潟県である。担

当者は順に、松本貴典（研究代表者）、廣田

誠（廣田以下は研究分担者）、赤坂義浩、大

森一宏、山田雄久、牛島利明、片岡豊であ

った。府県内の商業展開の実証にあたって

は、各税務監督局『税務統計書』の営業税

データや『国勢調査』を用いた。

４．研究の成果

本研究の成果としては、以下の点を指摘
できる。

(1)本研究によってなされた近代の商業発展

の数量的実証は、従来の研究史の大きな空

隙を埋めるものである。

(2)近代日本の商業発展についての統一的な

基準による数量的把握は、本研究が初出と

なった。その際、営業税という同一の基準

を用いるので、客観的な分析と比較が可能



となった。

(3)全国動向だけではなく、従来まったく未

解明であった府県内部における商業展開に

ついても、全国同一の指標を用いて、区市

郡レベルにまで降りて時系列的に、はじめ

て明らかにできた。

(4)域内商業と域内産業との関連も検討した

ため、第三次産業のコア部分である商業の

発展と地域経済発展との関連も明確にでき

た。これによって、本研究は、従来の中小

製造業中心の分析を乗り越え、第三次産業

の地域発展まで視野に入れた、近代日本の

地域経済発展の解明を大きく飛躍させるこ

とになった。

(5)以上のように、本研究は、近代日本の商

業研究を大きく躍進させる、エポック・メ

イキングな研究になった。

(6)今後は、この研究成果を、松本貴典編著

『商業の近代』（日本評論社、出版契約済み）

として刊行することが残されている。さら

に共同研究を進めていきたい。
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